
令和５年度

飛騨市一般会計補正予算（補正第１号）の概要
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した。

　　　地域の脱炭素・再生可能エネルギー利活用を推進するため、国県補助金を活用した調査及び計画策定等に係る委託料１千万円を計上しま

■民生費

　＜社会福祉総務費＞

　　円を計上しました。

　＜企画費＞

価高騰の影響を受ける中で、価格転嫁できない事業者や国県の支援を受けることのできない事業者を支援する市単独施策を盛り込ん

だ結果、予算規模は総額２億６千４百万円の追加となり、補正後の予算額は１８５億９千２百万円（前年同期△３．４％）となりま

■総務費

　＜一般管理費＞

６月補正予算（一般会計補正第１号）のポイント

　今回の補正予算は、当初予算編成後に生じた事由に加え、社会資本整備総合交付金事業をはじめとする国県補助事業の採択にあわ

せた事業費の調整を図ります。また、物価高騰の負担感が大きい低所得者世帯を対象に１世帯あたり３万円を給付する国の事業や、

子育て世帯への経済的支援の充実を図るための高等学校就学準備等支援金や第２子以降出産祝金などを給付する県の事業のほか、物

　　　倒壊等の危険の恐れのある２棟の空家について、略式代執行による解体処分を実施するための経費１千３百万円を計上しました。

　　した。また、空き家の賃貸住宅化改修に対する空き家流動化対策補助金活用の相談件数が増えていることから、２件分６百万円を追加計上

　　　国施策である住民税非課税世帯等を対象にした１世帯あたり３万円を給付する事業に全額国庫補助金を財源として５千３百万円計上しま

　　した。また、適正な価格転嫁ができない医療・介護・障がい福祉施設等における光熱費の増加影響額の全額を支援するため３千５百万円を

　　計上しました。このほか、思春期健診のモデル実施に向けた準備や検討のため、子どもの発育にかかる専門医師の活動等経費として１百万

　＜児童福祉総務費＞

　　　岐阜県による子育て世帯への経済的支援として、高等学校就学準備等支援金の給付に７百万円、第２子以降出産祝金の支給６百万円につ

　　いて全額県補助金を財源に計上しました。

　　しました。
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　＜土木総務費＞

　　　土木や建築など技術系の発注業務に不可欠となるパソコン専用ソフトに不具合が生じていることから、更新に必要な経費３百万円を計上

　　しました。

　＜急傾斜地対策事業費＞

　　　県の補助事業が大幅に採択されたことに伴い、次の整備予定箇所の採択に向けた基礎資料が必要となるため、調査測量設計委託料１千３

　　百万円を計上しました。

■衛生費

　＜保健衛生総務費＞

　　　岐阜大学医学部における地域枠合格者の修学資金貸付事業について、新たに１名が対象となることから、負担金１百万円を追加計上しま

　　した。

　＜児童保育費＞

　　　市内の私立保育園における光熱費の増加影響分の全額を支援するため、１百万円を計上しました。

　＜生活保護総務費＞

　　　令和５年１０月からの生活保護費基準額等の見直しを受けて、生活保護システムの改修経費２百万円を計上しました。

■農林水産業費

　＜畜産業費＞

■商工費

　　　家畜用粗飼料価格の大幅な値上がりにより経営が圧迫している畜産農家に対し、粗飼料価格高騰分の一部を支援する給付金３千６百万円

　　を計上しました。

　＜施設管理費＞

　　　シーズンオフの点検により判明したスキー場施設等の修繕にかかる経費２千７百円を追加計上しました。

■土木費

　＜商工振興費＞

　　　国や県の支援対象とならない特別高圧受電事業者の経営安定を図るため、電力価格高騰額に対する支援金１千６百万円を計上しました。
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■予備費

　＜予備費＞

　　　地方創生臨時交付金（電力・ガス・食料品等価格高騰重点支援地方交付金）の歳入計上額１億６百万円から今回歳出計上する各施策への

　　充当額８千８百万円を除いた１千８百万円は、今後の物価高騰対策の財源として予備費に留保します。

　＜体育施設費＞

　　　スキー場圧雪車のメンテナンス修繕２百万円を追加計上しました。

■消防費

　　　※ 本頁の数値は、実際の予算計上額を１００万円単位に四捨五入して記載しています。

　＜非常備消防費＞

　　　令和４年度の地元消防団退職者４４名に対する退職報償金６百万円を追加計上しました。

■教育費
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住民税非課税世帯に３万円給付 国補助金（10/10）

原油価格・物価高騰対策（Ａ）
・医療・福祉・障がい施設等の光熱費高騰支援
・保育所施設光熱費高騰支援
・粗飼料確保緊急対策支援 地方創生臨時交付金（10/10）
・特別高圧電力価格高騰対策支援
・家計急変世帯に３万円給付

第２子以降出産祝金１０万円給付 県補助金（10/10）

高等学校就学準備等支援３万円給付 県補助金（10/10）

その他通常の事業費（あ） 　 
・〇〇〇〇〇〇
・〇〇〇〇〇〇
・〇〇〇〇〇〇 計

区分
事業費（歳出） 財　源（歳入）

263,988千円 263,988千円

県施策

6,100 6,100

6,700 6,700

　　　　※今後の施策の財源として留保します。

市施策

国施策 52,700 52,700

88,200
35,000

900
36,000
16,000

市施策

原油価格
・

物価高騰

その他

６月補正予算の財源構成

国県その他特定財源（い） 105,176

△ 12,811財政調整基金繰入金（あ－い）

カテゴリ

106,123
300 （Ｂ）

92,365

差し引きで予備費に計上（Ｂ－Ａ） 17,923
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（単位：千円）

予　算　総　括　表

財源内訳

その他 一般財源

01

会計 補正前予算額 補正予算額 補正後予算額 国県支出金 地方債

34,633 9,069一般会計 18,328,500 263,988 18,592,488 201,086 19,200

07

1,000公共下水道事業特別会計 1,361,000 △19,500 1,341,500 △32,000 11,500

34,633 10,069合　　　　　　計 27,124,500 244,488 27,368,988 169,086 30,700

特別会計合計 8,796,000 △19,500 8,776,500 △32,000 11,500 0 1,000

- 6 -



会計　一般会計 歳入 （単位：千円）

予　算　総　括　表

財源内訳

その他 一般財源款 補正前予算額 補正予算額 補正後予算額 国県支出金 地方債

13

△700 0分担金及び負担金 165,540 △700 164,840

15

17,923

16

国庫支出金 1,228,124 206,743 1,434,867 188,820

0県支出金 1,241,121 12,266 1,253,387 12,266

19

29,294 △12,811繰入金 2,260,003 16,483 2,276,486

21

6,039 3,957

22

諸収入 528,007 9,996 538,003

34,633 9,069合　　　　　　計 18,328,500 263,988 18,592,488 201,086 19,200

0市債 824,100 19,200 843,300 19,200

- 7 -



会計　一般会計 歳出 （単位：千円）

予　算　総　括　表

財源内訳

その他 一般財源款 補正前予算額 補正予算額 補正後予算額 国県支出金 地方債

02

12,250 3,841

03

総務費 2,713,181 27,585 2,740,766 11,494

870 700

04

民生費 4,130,658 104,186 4,234,844 102,616

1,200衛生費 1,930,384 1,200 1,931,584

06

△4,850 954

07

農林水産業費 1,205,642 23,350 1,228,992 28,746 △1,500

22,000 5,800

08

商工費 1,095,333 43,800 1,139,133 16,000

△1,628 △27,474

09

土木費 2,570,766 27,228 2,597,994 42,230 14,100

5,991 3,243

10

消防費 845,413 15,834 861,247 6,600

2,882教育費 1,546,150 2,882 1,549,032

13

17,923予備費 141,500 17,923 159,423

合　　　　　　計 18,328,500 263,988 18,592,488 201,086 19,200 34,633 9,069
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